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基本理念にもとづき高齢者が安心して日常生活を過ごせるとともに、それぞれが尊厳を保ちながら、健康づくりや
生きがい活動など多様な社会参加を果たし、自分らしく生きることができる地域の実現を目指します。
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1 基本理念

相互に支えあい、優しさと心が通いあう地域づくり
理念の実現に向けて、4つの基本目標を設定し、施策を推進します。

高齢者の多様性や自発性を十分に尊重しながら、様々な活動（運動・地域貢献・就業等）に参加できる機会を充実
するとともに、地域づくりの担い手としても活躍できるよう支援します。

3 基本目標

基本目標実現のため、重点的に取り組むべき2つの施策の柱を設定しました。
この柱のもとに重点課題を掲げ、重点事業の展開を図ります。

4 施策の柱

本市の総人口は減少傾向にありますが、65歳以上の人口は、年々増加しています。高齢化率 ( 総人口に対する65
歳以上の人口の割合)は、2020 年に31.7％、2025年には 33.9％となる見込みです。

2 高齢者の現状と推計

15.3% 15.3% 15.8% 16.1% 16.4% 16.7%
18.2%

要介護 5 要介護 4 要介護3 要介護 2 要介護1 要支援 2 要支援1 認定率

高齢者人口と高齢化率

【基本目標1】社会参加・生きがいづくりの推進

要支援・要介護認定者数も、高齢者人口と同様、増加が見込まれます。2020年には 4,105人になり、認定率は
16.7％と想定されます。また、2025年には4,560人で認定率は18.2％となる見込みです。

要支援・要介護認定者数

総人口○総人口と高齢者数

○要支援・要介護認定者推計

資料：2017年（平成 29年）までは住民基本台帳（各年10月1日現在）、2018年以降は推計人口

資料：見える化システム　
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高齢者のニーズに合わせた介護予防事業を充実させ、健康で自立した生活の継続を推進します。
また、高齢者の状態像に応じた、介護予防や要介護度の重度化防止のための事業を、介護予防・日常生活支援総合
事業等で実施し、自立支援の推進を行います。

【基本目標2】健康づくりと介護予防の推進

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすために、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスの適切な組み合わ
せによるネットワークの構築や、関係機関や地域住民の協力による見守り支援体制の充実に取り組みます。

【基本目標3】地域包括ケアシステムの構築

高齢者が、自らの意思でサービスを選択し、尊厳をもって生活をすることができるよう、介護保険の各種サービスの
充実を図ります。また、より一層サービスの質や利便性の向上に努めるとともに、適正なサービスによる自立した生活
の継続を目指します。
さらに、介護者支援として家族の負担軽減及び相談支援体制の充実にも取り組みます。

【基本目標4】質の高い介護サービスの基盤整備

【施策の柱１】地域包括ケアシステムの推進
○地域包括ケアシステムの捉え方

（1）介護予防の推進及び生活支援サービスの充実
（2）介護と医療の連携
（3）高齢者にやさしいまちづくり
（4）認知症支援策の充実

【施策の柱2】介護保険の適正な運営
（1）適切なサービスの提供
（2）サービスの質的向上
（3）介護人材の確保、定着、育成

＊地域包括ケアシステムを構築する3つの要素として、専門職が行う「医療・看護」「介護・リハビリテーショ
ン」「保健・福祉」が挙げられます。また、それぞれが効果的に機能するためには、「介護予防・生活支援」と「す
まいとすまい方」について、しっかりとした基盤整備が前提となります。
さらに、「介護予防・生活支援」の取り組みにおいては、専門職との関わりだけでなく、それ以外の担い手や
住民自身も含めた、多様な主体による事業である “介護予防・日常生活総合事業”を展開しています。地域
の状況に応じ、これらの要素が、包括的に提供できるような仕組づくりを進めることが重要となっています。

出典：地域包括ケア研究会報告書
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5 計画の体系

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよう、要支援・要介護状態になることを予防すると共に、介護
状態の重度化防止等を目的とした、「介護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援事業」「任意事業」の総称です。
実施主体である、市町村の視点や必要性等を事業内容に反映し、地域における日常生活の支援や、包括的な相談支

援体制及び、在宅医療・介護の連携体制の構築等について一体的に進めるものです。

地域支援事業とは・・・

【包括的支援事業】

4　地域包括支援センターの運営・機能強化

・地域包括支援センターの運営

・介護予防プラン作成事業

・総合相談支援

・権利擁護事業

・ケアマネジメントリーダー活動等支援

・地域ケア会議の推進

5　在宅医療・介護連携の推進

6　認知症施策の推進

・認知症普及啓発事業

・認知症初期集中支援チームによる支援

・認知症地域支援推進員・相談員の配置

7　生活支援体制整備事業

　　・生活支援コーディネーターの配置

　　・地域コミュニティの構築

【任意事業】

8　成年後見制度利用支援事業

9　認知症サポーター等養成事業

1　介護健診ネットワークシステム事業

2　ICTを活用した認知症徘徊高齢者見守り事業 (実証実験 )

1　介護認定調査

2　認定審査会

3　相談窓口・苦情処理体制の充実

4　居宅サービスの提供

5　地域密着型サービスの提供

6　施設サービスの提供

7　居宅介護サービス事業所の指定

1　介護支援専門員の研修

2　認定審査委員・調査員の研修

3　居宅系サービス事業所の指導

【任意事業】

4　介護給付等費用適正化推進事業

・要介護認定の適正化

・費用の通知

・ケアプラン点検

・住宅改修等の点検

・縦覧点検・医療情報との突合

【任意事業】

1　家族介護支援事業

・介護用品購入助成券の交付

1　サービス事業者連絡会議

2　広報・周知の充実

地域包括ケア体制

ICTの活用

サービス体制

質的向上

介護者への支援

情報提供の充実

重点事業

重点事業

重点事業

重点事業

重点事業

※ 網掛け は地域支援事業

1　シルバー人材センター助成事業

2　「学び」と「就労」が連動する仕組み構築事業

1　高齢者クラブ活動助成事業

2　地域交流センターの活用

3　いこいの家はなさかの活用

4　公民館事業（各種講座、公民館まつり）

5　スポーツ教室

1　敬老事業

2　ボランティア活動

3　高齢者の集いの場づくり

1　健康教育・相談

2　健康診査・各種検診

3　訪問指導

4　予防接種

1　訪問介護相当サービス

2　ふれあいサポート事業

3　通所介護相当サービス

4　いきいき通所事業

5　ふれあいサロン事業

6　元気すこやか教室事業

7　介護予防ケアマネジメント事業

8　（新）その他生活支援事業

1　介護予防把握事業

2　介護予防普及啓発事業

3　地域介護予防活動支援事業

4　一般介護予防事業評価事業

5　地域リハビリテーション活動支援事業

1　在宅福祉サービス事業

2　生活管理指導短期宿泊事業

3　入所措置事業

4　いばらき高齢者優待制度

5　デマンドタクシーかさま運行事業

6　不燃ごみ収集袋及び資源物収集袋によるごみ出し支援事業

1　防犯パトロール

2　災害時要配慮者支援連携協定

3　消費生活センター　

【任意事業】

4　高齢者見守り事業

・高齢者見守りあんしんシステム事業

・地域包括ケアシステムネットワーク（見守り協定）

・徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク事業

1　在宅医療推進事業

2　在宅訪問歯科保健事業

3　地域ケアシステム推進事業

就労

趣味・学習活動

社会活動

健康づくり事業

多様な福祉サービス

安心・安全対策

地域包括ケア体制

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

介護予防・
生活支援サービス事業

一般介護予防事業

実施事業等施策項目基本目標 実施事業等施策項目基本目標

重点事業

重点事業

重点事業

重点事業

重点事業

1　社会参加・
　  生きがいづくりの推進

2　健康づくりと
　  介護予防の推進

3　地域包括
　  ケアシステムの構築

3　地域包括
　  ケアシステムの構築

4　質の高い
　  介護サービスの基盤整備
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2　認定審査会

3　相談窓口・苦情処理体制の充実

4　居宅サービスの提供

5　地域密着型サービスの提供

6　施設サービスの提供

7　居宅介護サービス事業所の指定

1　介護支援専門員の研修

2　認定審査委員・調査員の研修

3　居宅系サービス事業所の指導

【任意事業】

4　介護給付等費用適正化推進事業

・要介護認定の適正化

・費用の通知

・ケアプラン点検

・住宅改修等の点検

・縦覧点検・医療情報との突合

【任意事業】

1　家族介護支援事業

・介護用品購入助成券の交付

1　サービス事業者連絡会議

2　広報・周知の充実

地域包括ケア体制

ICTの活用

サービス体制

質的向上

介護者への支援

情報提供の充実

重点事業

重点事業

重点事業

重点事業

重点事業

※ 網掛け は地域支援事業

1　シルバー人材センター助成事業

2　「学び」と「就労」が連動する仕組み構築事業

1　高齢者クラブ活動助成事業

2　地域交流センターの活用

3　いこいの家はなさかの活用

4　公民館事業（各種講座、公民館まつり）

5　スポーツ教室

1　敬老事業

2　ボランティア活動

3　高齢者の集いの場づくり

1　健康教育・相談

2　健康診査・各種検診

3　訪問指導

4　予防接種

1　訪問介護相当サービス

2　ふれあいサポート事業

3　通所介護相当サービス

4　いきいき通所事業

5　ふれあいサロン事業

6　元気すこやか教室事業

7　介護予防ケアマネジメント事業

8　（新）その他生活支援事業

1　介護予防把握事業

2　介護予防普及啓発事業

3　地域介護予防活動支援事業

4　一般介護予防事業評価事業

5　地域リハビリテーション活動支援事業

1　在宅福祉サービス事業

2　生活管理指導短期宿泊事業

3　入所措置事業

4　いばらき高齢者優待制度

5　デマンドタクシーかさま運行事業

6　不燃ごみ収集袋及び資源物収集袋によるごみ出し支援事業

1　防犯パトロール

2　災害時要配慮者支援連携協定

3　消費生活センター　

【任意事業】

4　高齢者見守り事業

・高齢者見守りあんしんシステム事業

・地域包括ケアシステムネットワーク（見守り協定）

・徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク事業

1　在宅医療推進事業

2　在宅訪問歯科保健事業

3　地域ケアシステム推進事業

就労

趣味・学習活動

社会活動

健康づくり事業

多様な福祉サービス

安心・安全対策

地域包括ケア体制

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

介護予防・
生活支援サービス事業

一般介護予防事業

実施事業等施策項目基本目標 実施事業等施策項目基本目標

重点事業

重点事業

重点事業

重点事業

重点事業

1　社会参加・
　  生きがいづくりの推進

2　健康づくりと
　  介護予防の推進

3　地域包括
　  ケアシステムの構築

3　地域包括
　  ケアシステムの構築

4　質の高い
　  介護サービスの基盤整備



介護サービス事業量等の見込みについては、被保険者数、要支援・要介護認定者数の推計結果などから、将来にお
けるサービスごとの利用者数、給付費について、今後の施設整備の予定などを踏まえ、以下のように見込んでおります。

5 6

6 介護サービス事業量の見込み 7 介護保険料

訪問介護（ヘルパー）、通所介護（デイサービス）、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビ
リ、ショートステイ、住宅改修、福祉用具貸与・購入などが含まれ、在宅での生活を続け
ながら受ける介護サービスです。

認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（グルー
プホーム）、地域密着型通所介護などが含まれ、可能な限り住み慣れた地域での生活が
続けられるよう提供されるサービスです。本計画では、新たに定期巡回・随時対応型訪
問介護看護のサービス提供体制の整備と看護小規模多機能型居宅介護のサービス体
制の拡充を図ります。

居宅サービス

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）や介護老人保健施設などに入所して受ける施
設サービスです。本計画では、介護老人福祉施設サービス提供体制の拡充を図ります。施設サービス

地域密着サービス

高齢者人口や要支援・要介護認定者の増加、サービス量の増加などに伴い第 7期計画（3年間）の標準給付費は、3
年間合計で194億 5千万円と見込まれます。これに地域支援事業費などを加えて、第 7期計画の介護保険料を見込
みます。この結果、第１号被保険者（65歳以上の方）の第 7期の保険料（月額基準額）は、第6期（平成 27～29年度）
と同額の 5,200 円となりました。
なお、本市では、低所得者への配慮を行いつつ、介護保険事業の運営を維持できるような保険料の設定について検
討を行った結果、第 7期計画においても、国が示した標準的な保険料段階よりも更に課税層の所得段階を細分化し、
全体として10段階設定としています。

介護保険料の算定

○サービス別利用人数の見込み

○総給付費の見込み

※端数処理の関係により合計の数字が合わないものがあります。
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22億8千万円
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資料：見える化システム

資料：見える化システム

※1

※2

介護保険サービスの給付のために必要な年間費用を「標準給付費見込額」といいます。標準給付費見込額の内
訳は、利用者の自己負担分を除いた総給付費に、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合
算介護サービス費、審査支払手数料を加えたものです。

介護予防・日常生活支援総合事業や包括的支援事業・任意事業費に係る費用を地域支援事業費といいます。

※端数処理の関係により合計の数字が合わないものがあります。

（単位：A～ Gまで千円、Hは人）

19,451,443

869,231

4,673,755

1,001,633

939,328

405,000

4,331,060

70,511

6,093,723

284,437

1,466,977

314,197

4.9%

306,028

23,162

標準給付費見込額（A）※1

地域支援事業費（B）※2

第1号被保険者負担分相当額
（（A+B）×23.0％＝C）

調整交付金相当額
（（Ａ＋（Ｂの一部））×5.0％＝Ｄ)

調整交付金見込交付割合

調整交付金見込額（E）

介護給付費準備基金取崩額（F）

保険料収納必要額（C＋D－E－F＝G）

所得段階別加入割合補正後被保険者数（H）

予定保険料収納率（Ｉ）

保険料の基準額【（Ｇ÷Ｉ）÷Ｈ÷12ヶ月】 5,200円月額基準額

6,445,936
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介護サービス事業量等の見込みについては、被保険者数、要支援・要介護認定者数の推計結果などから、将来にお
けるサービスごとの利用者数、給付費について、今後の施設整備の予定などを踏まえ、以下のように見込んでおります。

5 6

6 介護サービス事業量の見込み 7 介護保険料

訪問介護（ヘルパー）、通所介護（デイサービス）、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビ
リ、ショートステイ、住宅改修、福祉用具貸与・購入などが含まれ、在宅での生活を続け
ながら受ける介護サービスです。

認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（グルー
プホーム）、地域密着型通所介護などが含まれ、可能な限り住み慣れた地域での生活が
続けられるよう提供されるサービスです。本計画では、新たに定期巡回・随時対応型訪
問介護看護のサービス提供体制の整備と看護小規模多機能型居宅介護のサービス体
制の拡充を図ります。

居宅サービス

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）や介護老人保健施設などに入所して受ける施
設サービスです。本計画では、介護老人福祉施設サービス提供体制の拡充を図ります。施設サービス

地域密着サービス

高齢者人口や要支援・要介護認定者の増加、サービス量の増加などに伴い第 7期計画（3年間）の標準給付費は、3
年間合計で194億 5千万円と見込まれます。これに地域支援事業費などを加えて、第 7期計画の介護保険料を見込
みます。この結果、第１号被保険者（65歳以上の方）の第 7期の保険料（月額基準額）は、第6期（平成 27～29年度）
と同額の 5,200 円となりました。
なお、本市では、低所得者への配慮を行いつつ、介護保険事業の運営を維持できるような保険料の設定について検
討を行った結果、第 7期計画においても、国が示した標準的な保険料段階よりも更に課税層の所得段階を細分化し、
全体として10段階設定としています。

介護保険料の算定

○サービス別利用人数の見込み

○総給付費の見込み

※端数処理の関係により合計の数字が合わないものがあります。
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資料：見える化システム

※1

※2

介護保険サービスの給付のために必要な年間費用を「標準給付費見込額」といいます。標準給付費見込額の内
訳は、利用者の自己負担分を除いた総給付費に、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合
算介護サービス費、審査支払手数料を加えたものです。

介護予防・日常生活支援総合事業や包括的支援事業・任意事業費に係る費用を地域支援事業費といいます。

※端数処理の関係により合計の数字が合わないものがあります。

（単位：A～ Gまで千円、Hは人）

19,451,443

869,231

4,673,755

1,001,633

939,328

405,000

4,331,060

70,511

6,093,723

284,437

1,466,977

314,197

4.9%

306,028

23,162

標準給付費見込額（A）※1

地域支援事業費（B）※2
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（（A+B）×23.0％＝C）
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（（Ａ＋（Ｂの一部））×5.0％＝Ｄ)
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介護給付費準備基金取崩額（F）
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所得段階別加入割合補正後被保険者数（H）

予定保険料収納率（Ｉ）

保険料の基準額【（Ｇ÷Ｉ）÷Ｈ÷12ヶ月】 5,200円月額基準額
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お問い合わせ先
笠間市 高齢福祉課

〒309-1792 茨城県笠間市中央 3-2-1

TEL 0296-77-1101（本所）
　　 0296-72-1111（笠間支所）
　　 0299-37-6611（岩間支所）

7

介護保険の財源については、利用者の負担額を除いた介護給付にかかる費用（給付費）の 50%を保険料、残り50%
を国・県・市による公費で賄うことが基本となっています。第１号被保険者は給付費の23%を負担することになりま
すが、調整交付金の割合によって、負担割合は増減します。また、地域支援事業のうち、包括的支援事業・任意事業の
財源については、第１号被保険者の保険料と公費で構成されます。

高齢者福祉計画・介護保険事業計画は、市役所高齢福祉課、各支所福祉課、各図書館で閲覧できるほか、
市のホームページでもご覧いただけます。

財源構成

■法定給付費

■地域支援事業費

65歳以上の
方の保険料
23.0%

40～64歳以上の
方の保険料
27.0%

65歳以上の
方の保険料
23.0%

40～64歳以上の
方の保険料
27.0%

国の負担金
20.0%

国の負担金
20.0%

茨城県の負担金
12.5%

茨城県の負担金
12.5%

調整交付金
5.0%

調整交付金
5.0%

笠間市の
負担金
12.5%

笠間市の
負担金
12.5%

居宅給付費

65歳以上の
方の保険料
23.0%

65歳以上の
方の保険料
23.0%

国の負担金
38.5%

40～64歳以上の
方の保険料
27.0%国の負担金

15.0%

茨城県の負担金
17.5%

茨城県の負担金
19.25%

調整交付金
5.0%

笠間市の
負担金
12.5%

笠間市の
負担金
19.25%

施設給付費

包括的支援事業
・任意事業費

介護予防・
日常生活支援
総合事業費




